
令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金交付要綱 

（令和７年７月９日区長決定） 

（目的） 

第１条 この要綱は、物価高騰等に直面している板橋区内の民営保育所等に対し、食材料費及び光

熱水費等の物価高騰分への対策に係る支援金を交付することにより、民営保育所等の負担軽減を

図ることで安定的な施設運営の継続を確保するとともに、保護者に対する負担転嫁の防止を目的

とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、民営保育所等とは、公設民営保育所、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号。以下「法」という。）第３５条第４項の規定により認可を得て設置された私立認可

保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年

法律第 77 号）第２条第６項に規定する認定こども園、法第３４条の１５第２項により板橋区

長（以下「区長」という。）の認可を得て設置された小規模保育事業、事業所内保育事業及び家

庭福祉員（区立ベビールームに在籍する家庭福祉員を含む。）、東京都認証保育所事業実施要綱

（平成１３年５月７日付１２福子推第１１５７号）に規定する東京都認証保育所、板橋区定期

利用保育事業実施要綱（平成２４年２月１日区長決定）に基づき実施される定期利用保育事業、

板橋区空き保育室活用型定期利用保育事業実施要綱（平成３０年１月２６日区長決定）に基づ

き実施される空き保育室活用型定期利用保育事業、法第５９条の２に基づく届出を行っている

板橋区内に所在する認可外保育施設（居宅訪問型保育事業を除く）、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第５９条第１１号に掲げる病児保育事業（区と委託契約をしている者

が行うものに限る。）、並びに板橋区保育施設における多様な他者との関わりの機会の創出事業費

補助金交付要綱（令和６年３月２９日区長決定）に基づき実施される多様な他者との関わりの機会

の創出事業。 

 

（交付対象） 

第３条 支援金の交付対象は、令和７年４月１日（以下「基準日」という。）時点において、板橋区

内に所在または板橋区内で実施される民営保育所等とする。ただし、次の各号のいずれかに該

当する者は交付の対象としない。 

⑴ 施設、事業を設置・運営する者が個人の場合、特別区民税及び軽自動車税を滞納してい

ること。 

⑵ 施設、事業を設置・運営する者が法人の場合、法人住民税を滞納していること。 

⑶ 暴力団（東京都板橋区暴力団排除条例（平成２４年東京都板橋区条例第２８号。以下「 

暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

⑷ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力団員 

等（暴力団並びに暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴 

力団関係者をいう。）に該当する者があるもの。 

 ⑸ この要綱により交付される支援金において、他の補助金等の要綱に基づき補助を受けて 

いるもの。 

⑹ 第 1 条の規定に反して、保護者に対して負担を転嫁しているもの。 



２ 支援金の交付対象期間は、基準日から令和７年９月３０日までとする。 

 

（支援金交付額） 

第４条 支援金の交付額は、別表のとおりとし、予算の範囲内において交付するものとする。 

 

（交付申請） 

第５条 民営保育所等の設置者又は園長（以下「申請者」という。）は、区長が別に定める期日まで

に、別記第１号様式に必要に応じて関係書類を添えて、区長に対して交付申請を行うものとする。 

 

（交付決定及び通知） 

第６条 区長は、前条の申請書を受領したときは、当該申請書等を審査し、支援金の交付を決定し

たときは別記第２号様式、交付しないことを決定したときは別記第３号様式により理由を付して

申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による支援金の交付の決定に当たり、支援金の交付の目的を達成するため、

必要な条件を付することができる。 

３ 区長は、第１項の規定により支援金の交付を決定したときは、速やかに支援金を交付するもの

とする。 

 

（決定の取消し） 

第７条 区長は、支援金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が次のいずれかに該

当したときは、支援金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

⑴ 偽りその他不正な手段により支援金の交付を受けたとき。 

⑵ 支援金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 

（支援金の返還） 

第８条 区長は、前条の規定により支援金の交付決定を取り消した場合において、既に支援金が交

付されているときは、交付決定者に対して期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

（調査） 

第９条 区長は、支援金に関し必要と認めるときは、交付決定者に対し報告を求め、又は実地に調

査を行うものとする。 

 

（関係書類の保管） 

第１０条 交付決定者は、支援金に係る書類を、支援金の交付決定を受けた日の属する会計年度終

了後５年間保管しておかなければならない。 

 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関して必要な事項は、東京都板橋区補助

金等交付規則（昭和４２年板橋区規則第３号）によるものとする。 

 



（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、子ども家庭部長が別に定める。 

 

付 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ 第７条から第１０条までの規定は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおそ

の効力を有する。 

 

   付 則 

 この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

 

   付 則 

１ この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

付 則 

この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和６年１０月１日から適用する。 

 

付 則 

１ この一部改正は、区長決定の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

２ この要綱は、令和７年９月３０日限り、その効力を失う。 

 

 

 

  



別 表（第４条関係） 

 

交付対象 一の交付対象あたりの交付額 

基準日時点において板橋区内に

所在する私立認可保育所、認定こ

ども園、小規模保育事業所、事業

所内保育事業所、家庭福祉員（区

立ベビールームに在籍する家

庭福祉員を含む。）、認証保育所、

認可外保育施設及び板橋区内で

実施される空き保育室活用型定

期利用保育事業 

5,100円に基準日における在籍園児数を乗じた額 

基準日時点において板橋区内で

実施される病児保育事業、定期利

用保育事業及び多様な他者との

関わりの機会の創出事業 

5,100 円に基準日の属する月の平均利用児童数（当該月の

延べ利用児童数を当該月の開所日で除し、小数点以下を切

り上げた数）を乗じた額 

 



別記第１号様式（第５条関係） 

 

年   月   日 

 

（宛先）板 橋 区 長 

 

所 在 地 

申 請 者 

申請者職氏名              

（施設名                ） 

 

 

令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書 

 

 

令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金交付要綱第５条の規定により、下記のとお

り申請し、請求します。 

記 

  

 

１ 交付対象施設・事業 

               

 

２ 交付対象期間 

    年 月 日～  年 月 日 

 

３ 支援金交付申請額   

金          円 

 

  （内訳） 

        円×     人 

  

 ４ 交付条件     

支援金の交付を受ける期間において、物価高騰に伴う負担を利用者等から徴収せず、

板橋区保育所等物価高騰対策支援金交付要綱を遵守します。 

 

  



別記第２号様式（第６条関係） 

 

年   月   日 

 

          様 

 

板橋区長 

 

 

令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金交付決定通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金に

ついて、下記のとおり交付決定したので、通知します。 

 

記 

 

１ 交付対象施設・事業 

               

 

２ 交付対象期間 

  年 月 日～  年 月 日 

 

 ３ 支援金交付決定額   

金          円 

 

 ４ 交付条件 

支援金の交付を受ける期間において、物価高騰に伴う負担を利用者等から徴収せず、

板橋区保育所等物価高騰対策支援金交付要綱を遵守すること。 

 

 

 



別記第３号様式（第６条関係） 

 

年   月   日 

 

          様 

 

板橋区長 

 

 

令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金不交付決定通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった令和７年度板橋区保育所等物価高騰対策支援金に

ついて、下記の理由のとおり交付しないことと決定したので、通知します。 

 

記 

１ 不交付対象施設・事業 

               

 

２ 不交付対象期間 

  年 月 日～  年 月 日 

 

３ 不交付の理由 

 

 

  

 

 

 


